






























































































は 1897年 10月に開港されたのである。 
 木浦開港は、日本人の誰からも歓迎されたわけではなかった。第 3章では木浦開港前に
おける在朝日本人の動向について論じた。まず漁業者について同時代の資料を用いつつ彼
らの置かれた状況について述べた。全羅道沿岸は有望な漁場として漁業者から注目を浴び
ていた。当時、彼らにとっての取引相手は主に清国で、干物が中心だった。彼らにとって
全羅道が良質な漁場であったとしても、獲得した魚類を加工する根拠地が必須だった。木
浦はその根拠地として開港が要望されていたのである。他方で商業者について、木浦に進
出した鶏林奨業団という内地行商団体が存在した。当初、日本政府の移住奨励意図とも符
合して経済的援助を引き出しつつ、彼らは「内地」進出を図っていった。漁業者や奨業団
は一方で、彼らの引き起こす朝鮮人との摩擦により、取り締まりの対象ともなっていた。 
一方で商業会議所のような有力な商人については、開港が彼らに不利益もたらすことが
事前に予想されていた。そして会議所の代表者は日本政府に開港反対の建議書を提出し
た。建議では清商に対する警戒や、全羅道との関係性の強さゆえに、開港が釜山商人にと
って不利益をもたらすことを訴えた。釜山領事の加藤増雄がこれを取り次ぎ政府に報告し
た。加藤は会議所の意向に同調していた。もし木浦開港のタイミングを誤れば釜山商人に
とどまらず、朝鮮全体に不利益をもたらすと予想していたためである。全羅道が木浦開港
以前から釜山の「商権」範囲に属していたため、木浦開港はすなわち釜山商人の利益減少
を意味した。結局は政治的事情から、このような建議が容れられることはなかった。 
 第 4章では開港後の木浦における日本人の生活について主に論じてきた。まず木浦に渡
った日本人数を確認した上で、木浦で結成された居留民団体について述べた。居留民団体
と居留民、政府の間ではそれぞれの立場や利害を巡ってしばしば協力、葛藤関係を引き起
こしていた。それを示すべく居住生活、学校設立、娯楽に分けて論じた。例えば朝鮮進出
の先鋒として、木浦でも学校設立という形で朝鮮に展開していた東本願寺の事例からは、
日本人全てが一致団結していたわけではないことを示した。一方で在朝日本人にとって朝
鮮人との関係は欠かせないものだった。日本人、朝鮮人間の関係は、それぞれの思惑によ
ってそのつど協力、葛藤の輪のもとに関係網が形成されていた。『務安報諜』をもとに日
朝間の関係性に注目すると、多くは互いへの敵意が確認された。ただその多くは日本人の
振る舞いに起因するものだった。日露戦争以降では、日本支配の深化が進み朝鮮支配を目
論む日本とそれに抗う朝鮮、という国家的対立図式が、警察と「義兵」あるいは「海賊」
との衝突を通して、より具体的な民族対立の構図へと収斂されていったのである。 
 本研究を通して導ける結論は、以下の通りである。まず在朝日本人研究について成果と
して挙げられる点について、従来、日本政府を中心とした移住奨励側の立場は明らかにな
っていたものの、移住者の実態については窺い知ることが困難だった。第 3章において
は、全羅道での漁業者と商業者の実態の一端は明らかにされたものの、より全体的な傾向
を埋め合わせるものとして、第 1章で考察した朝鮮移住のような移住奨励媒体が果たす役
割は、本研究の一つの特色といえる。明治期の移住案内について考察することが、在朝日
本人が置かれた状況を写し込む合わせ鏡の役割を一定程度持たせることができたと考え
る。また第 4章においては、支配者の属性を纏ってきた在朝日本人に生活者として光を当
てる試みを行った。これは歴史を重層的に捉えるために必要な作業であった。 
一方で木浦開港史研究からは、以下のような結論を導き出せる。まず日本政府内から見
た木浦開港の件は第 2章で述べた通り、一貫して陸奥―井上間の意見の齟齬に規定されて
きた。日清戦争後、木浦に要求する機能を通商に置くのか、軍事に置くのか、日本政府内
で定まっていなかった。そのことが 1897年の木浦開港までに 3年の月日を要し、朝鮮政
府が勅令による開港断行を可能とする一つの要因となったといえる。また第 3章で論じた
ように、木浦開港に対する日本政府内の議論、開港反対の建議、あるいは領事筋の認識か
ら読み取れることは、彼らの主張の中に木浦に食糧供給地としての役割を期待していた、
という文言を探すことができないという点である。前述の通り日本政府内では開港方式を
巡る意見対立はあったものの、木浦の食糧供給基地化に言及した議論は見当たらない。ま
た商業会議所による開港反対の建議において、ほかならぬ日本への米穀輸出を担う彼ら
が、自身の主張を正当化するに当たって朝鮮人の開化に寄与すると主張する一方で、日本
の食糧危機が一切主張されなかったことは、日本への食糧供給の需要が少なくとも切迫し
た状況ではなかったことを示唆しているのである。 
 
